
和歌山市介護予防・日常生活支援総合事業に係る第１号事業に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条

の４５第１項第１号に規定する第１号事業（以下「第１号事業」という。）について、法、介

護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）及び介護保険法施行規

則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則で使用する用語は、法、政令及び省令で使用する用語の例による。 

 （第１号事業に要する費用の額） 

第３条 省令第１４０条の６３の２第１項第１号イの規定により市町村が当該算定した費用の額

以下の範囲内で別に定める場合の額（指定予防給付型訪問サービス（和歌山市介護予防・日常

生活支援総合事業に係る第１号訪問事業及び第１号通所事業の人員、設備及び運営並びに第１

号介護予防支援事業の人員及び運営並びにこれらのサービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める規則（平成２８年規則第９５号。以下「第１号事業人員等規

則」という。）第２条第１項第１号に規定する指定予防給付型訪問サービスをいう。以下同じ。

）及び指定予防給付型通所サービス（第１号事業人員等規則第２条第１項第３号に規定する指

定予防給付型通所サービスをいう。以下同じ。）に要する費用の額に限る。）及び省令第１４

０条の６３の２第１項第１号ロの規定により市町村が当該算定した費用の額以下の範囲内で別

に定める場合の額は、次項及び第３項に規定する場合を除くほか、介護保険法施行規則第１４

０条の６３の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示

第７２号）により算定した費用の額及び指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基

準（平成１８年厚生労働省告示第１２９号）の例により算定した額とする。この場合において、

指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準の別表中「短期利用介護予防居宅介護

費を算定する場合を除く」とあるのは「短期利用介護予防居宅介護費を算定する場合を含む」

と、「介護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定する場合を除く」とあるのは「介

護予防短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定する場合を含む」と読み替えるものとする。 

２ 居宅要支援被保険者等に対して、指定予防給付型訪問サービス事業所（指定予防給付型訪問

サービス事業所（第１号事業人員等規則第５条第１項に規定する指定予防給付型訪問サービス

事業所をいう。）の事業に従事する者が、指定予防給付型訪問サービスを行った場合に、１月

につき次の各号に掲げる居宅要支援被保険者等の区分に応じ、当該各号に定める単位数を算定

する。 

（１）介護予防ケアマネジメント（第１号事業人員等規則第２条第１項第５号に規定する介護予

防ケアマネジメントをいう。以下同じ。）又は介護予防サービス計画において１週間につき

１回の指定予防給付型訪問サービスが必要とされた居宅要支援被保険者等 １，１７６単位 

（２）介護予防ケアマネジメント又は介護予防サービス計画において１ 

週間につき２回の指定予防給付型訪問サービスが必要とされた居宅要支援被保険者等 ２，

３４９単位 

（３）介護予防ケアマネジメント又は介護予防サービス計画において１週間につき３回以上の指

定予防給付型訪問サービスが必要とされた居宅要支援被保険者等（その要支援状態区分が要



支援２（要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平

成１１年厚生省令第５８号）第２条第１項第２号に掲げる要支援２をいう。以下同じ。）で

ある者及び第９項第２号に該当する事業対象者（省令第１４０条の６２の４第２号に規定す

る者をいう。以下同じ。）に限る。） ３，７２７単位 

３ 居宅要支援被保険者等に対して、指定予防給付型通所サービス事業所（第１号事業人員等規

則第４８条第１項に規定する指定予防給付通所サービス事業所をいう。）の事業に従事する者

が、指定予防給付型通所サービスを行った場合に、１月につき次の各号に掲げる居宅要支援被

保険者等の区分に応じ、当該各号に定める単位数を算定する。 

（１）要支援１（要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令

第２条第１項第１号に掲げる要支援１をいう。以下同じ。）及び事業対象者 １，６７２単

位 

（２）要支援２及び第９項第２号に該当する事業対象者 ３，４２８単位 

４ 当該月の途中で次の各号に掲げる事由に該当する場合（居宅要支援被保険者等が転入し、又

は転出したことにより当該各号に掲げる事由に該当する場合を除く。）における当該月の省令

第１４０条の６３の２第１項第１号イ及びロの規定により市町村が当該算定した費用の額以下

の範囲内で別に定める場合の額は、厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成２７年厚生労働

省告示第９３号）に規定する単価に第２項又は前項に規定する単位数を乗じて得た額に当該各

号に掲げる事由の区分に応じ、当該各号に定める期間の日数を乗じて得た額を３０．４で除し

て得た額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とする。 

（１）指定予防給付型訪問サービス等実施契約（指定事業者が居宅要支援被保険者等に対して指

定予防給付型訪問サービス又は指定予防給付型通所サービスを実施することを約する契約を

いう。以下同じ。）を締結し、又は解除した場合 当該指定予防給付型訪問サービス等実施

契約を締結した日から起算して当該指定予防給付型訪問サービス等実施契約が終了する日ま

での期間（当該期間中に月の初日から起算して末日までの全ての日が当該指定予防給付型訪

問サービス等実施契約を締結した日から起算して当該指定予防給付型訪問サービス等実施契

約が終了するまでの期間に含まれる場合にあっては、当該期間を除く。） 

（２）指定予防給付型訪問サービス等実施契約を締結し、又は居宅要支援被保険者等が指定予防

給付型訪問サービス等実施契約を解除した日から指定地域密着型介護予防サービス事業者に

おける介護予防小規模多機能型居宅介護を受けた場合 指定予防給付型訪問サービス等実施

契約を締結した日から起算して当該介護予防小規模多機能型居宅介護サービスを受けた日の

前日までの期間（当該期間中に月の初日から起算して末日までの全ての日が当該指定予防給

付型訪問サービス等実施契約を締結した日から起算して当該介護予防小規模多機能型居宅介

護サービスを受けた日の前日までの期間に含まれる場合にあっては、当該期間を除く。） 

５ 当該月の途中に締結し、又は解除した指定予防給付型訪問サービス等実施契約（居宅要支援

被保険者等が転入し、又は転出したことにより締結し、又は解除したものを除く。以下この項

及び次項において同じ。）について、月の初日から起算して末日までの全ての日が当該指定予

防給付型訪問サービス等実施契約を締結した日から起算して当該指定予防給付型訪問サービス

等実施契約が終了するまでの期間に含まれる場合にあっては、当該期間における当該月の省令

第１４０条の６３の２第１項第１号イ及びロの規定により市町村が当該算定した費用の額以下

の範囲内で別に定める場合の額は、第２項又は第３項の規定により算定する。 



６ 当該月の途中に締結し、又は居宅要支援被保険者等が指定予防給付型訪問サービス等実施契

約を解除した日から指定地域密着型介護予防サービス事業者における指定介護予防小規模多機

能型居宅介護を受けたとき場合における指定予防給付型訪問サービス等実施契約について、月

の初日から起算して末日までの全ての日が当該指定予防給付型訪問サービス等実施契約を締結

した日から起算して当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護サービスを受けた日の前日まで

の期間に含まれる場合にあっては、当該期間における当該月の省令第１４０条の６３の２第１

項第１号イ及びロの規定により市町村が当該算定した費用の額以下の範囲内で別に定める場合

の額は、第２項又は第３項の規定により算定する。 

７ 第１号訪問事業に係る省令第１４０条の６３の２第１項第３号イに規定する市町村が定める

基準により算定した費用の額は、居宅要支援被保険者等に対して、指定生活支援型訪問サービ

ス事業所（第１号事業人員等規則第４３条第１項に規定する生活支援型訪問サービス事業所を

いう。）の事業に従事する者が、指定生活支援型訪問サービス（第１号事業人員等規則第２条

第１項第２号に規定する指定生活支援型訪問サービスをいう。以下同じ。）を行った場合に、

１月につき次の各号に掲げる居宅要支援被保険者等の区分に応じ、当該各号に定める単位数を

算定する。 

（１）介護予防ケアマネジメント又は介護予防サービス計画において１週間につき１回の指定生

活支援型訪問サービスが必要とされた居宅要支援被保険者等 指定生活支援型訪問サービス

を行った回数（１月につき５回までの回数に限る。）に２３１を乗じて得た単位数 

（２）介護予防ケアマネジメント又は介護予防サービス計画において１週間につき２回の指定生

活支援型訪問サービスが必要とされた居宅要支援被保険者等 指定生活支援型訪問サービス

を行った回数（１月につき１０回までの回数に限る。）に２３１を乗じて得た単位数 

（３）介護予防ケアマネジメント又は介護予防サービス計画において１週間につき３回以上の指

定生活支援型訪問サービスが必要とされた居宅要支援被保険者等（その要支援状態区分が要

支援２である者及び第９項第２号に該当する事業対象者に限る。） 指定生活支援型訪問サ

ービスを行った回数（１月につき１５回までの回数に限る。）に２３１を乗じて得た単位数

８ 第１号通所事業に係る省令第１４０条の６３の２第１項第３号イに規定する市町村が定

める基準により算定した費用の額は、指定短時間型通所サービス事業所（第１号事業人員等

規則第６６条第１項に規定する指定短時間型通所サービス事業所をいう。）において、指定

短時間型通所サービス（第１号事業人員等規則第２条第１項第４号に規定する指定短時間型

通所サービスをいう。以下同じ。）を行った場合に、１月につき次の各号に掲げる居宅要支

援被保険者等の区分に応じ、当該各号に定める単位数を算定する。 

（１）介護予防ケアマネジメント又は介護予防サービス計画において１週間につき１回の指定短

時間型通所サービスが必要とされた居宅要支援被保険者等 指定短時間型通所サービスを行

った回数（１月につき５回までの回数に限る。）に３１５を乗じて得た単位数 

（２）介護予防ケアマネジメント又は介護予防サービス計画において１週間につき２回の指定短

時間型通所サービスが必要とされた居宅要支援被保険者等（その要支援状態区分が要支援２

である者及び第９項第２号に該当する事業対象者に限る。） 指定短時間型通所サービスを

行った回数（１月につき１０回までの回数に限る。）に３１５を乗じて得た単位数 

９ 第２項から次項までに規定する額の算定に係る単位数は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、

当該各号に定める単位数を超えることができない。 



（１）次号に掲げる者以外の事業対象者 ５，０３２単位 

（２）アからウまでに掲げるときのいずれかに該当する事業対象者 １０，５３１単位 

  ア 医療機関を退院した日以後直ちに第１号訪問事業又は第１号通所事業を集中的に利用す

ることが自立支援につながると市長が認めるとき。 

  イ 骨折等をしたことにより、一時的に要支援２の状態又は要介護状態に相当する状態にな

ったと市長が認めるとき。 

  ウ 当該事業対象者を介護する者が入院等をすることにより、第１号訪問事業又は第１号通

所事業を利用する回数が増加することが見込まれると市長が認めるとき。 

（３）要支援認定、要支援更新認定又は要支援状態区分の変更の認定において、要支援１の認定

を受けた居宅要支援被保険者 ５，０３２単位 

（４）要支援認定、要支援更新認定又は要支援状態区分の変更の認定において、要支援２の認定  

を受けた居宅要支援被保険者 １０，５３１単位 

１０ 第７項から前項までの規定による算定は、旧介護予防訪問介護及び旧介護予防通所介護に

相当するサービスに係る１単位当たりの単価の例による。 

１１ 第７項から前項までの規定により第１号事業に要する費用の額を算定した場合において、 

その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

１２ 市長は、事業対象者が第９項第２号アからウまでに掲げるときのいずれかに該当したと認

めるときは、当該事業対象者に和歌山市介護予防・日常生活支援総合事業に係る第１号事業に

関する規則第３条第９項第２号に該当することを認める通知書（別記様式第１号）を送付する

ものとする。 

 （第１号事業支給費の額の算定に係る割合） 

第４条 省令第１４０条の６３の２第１項第１号イの規定により市町村が定める割合は、１００

分の９０とする。 

２ 省令第１４０条の６３の２第１項第１号ロの規定により市町村が定める割合は、１００分の

１００とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、第１号訪問事業又は第１号通所事業を利用した日の属する年の

前年（第１号訪問事業又は第１号通所事業を利用した日の属する月が１月から７月までの場合

にあっては、前々年。以下この条及び第６条において同じ。）の合計所得金額（地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいい、当該合

計所得金額に所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同

法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得が含まれている場合には、当該給与所得及

び当該公的年金等に係る所得の合計額については、同法第２８条第２項の規定によって計算し

た金額及び同法第３５条第２項第１号の規定によって計算した金額の合計額から１００，００

０円を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には、零とする。以下同じ。）によるものと

し、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４

条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、

第３５条の３第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から政令第

２２条の２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回

る場合には、零とする。以下同じ。）が１，６００，０００円以上２，２００，０００円未満

である居宅要支援被保険者等に係る第１号事業支給費について省令第１４０条の６３の２第１



項第１号イ及び同項第３号イの規定を適用する場合においては、次に掲げる場合を除くほか、

第１項中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の８０」とする。 

（１）第１号訪問事業又は第１号通所事業を受けた居宅要支援被保険者等及びその属する世帯の

他の世帯員である全ての第１号被保険者について、当該第１号訪問事業又は当該第１号通所

事業を利用した日の属する年の前年中の公的年金等の収入金額及び同年の合計所得金額から

所得税法第３５条第２項第１号に掲げる金額を控除して得た額の合計額が３，４６０，００

０円（当該世帯に他の世帯員である第１号被保険者がいない場合にあっては、２，８００，

０００円）に満たない場合 

（２）第１号訪問事業又は第１号通所事業を利用した居宅要支援被保険者等が当該第１号訪問事

業又は当該第１号通所事業を利用した日の属する年度（当該第１号訪問事業又は当該第１号

通所事業を利用した日の属する月が４月から７月までの場合にあっては、前年度）分の地方

税法の規定による市町村民税（地方税法の規定による特別区民税を含むものとし、同法第３

２８条の規定によって課する所得割を除く。第６条第４項第１号、第８条第６項第３号カ並

びに第７項第１号カ及び第２号カを除き、以下同じ。）を課されていない者又は市町村の条

例の規定により当該市町村民税を免除された者である場合 

（３）第１号訪問事業又は第１号通所事業を利用した居宅要支援被保険者等が当該第１号訪問事

業又は当該第１号通所事業を利用した日において被保護者（生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第６条第１項に規定する被保護者をいう。以下同じ。）である場合 

４ 第１項又は前項の規定にかかわらず、第１号訪問事業又は第１号通所事業を利用した日の属

する年の前年の合計所得金額が２，２００，０００円以上である居宅要支援被保険者等に係る

第１号事業支給費について省令第１４０条の６３の２第１項第１号イ及び第３号イの規定を適

用する場合においては、次に掲げる場合を除くほか、第１項中「１００分の９０」とあるのは、

「１００分の７０」とする。 

（１）第１号訪問事業又は第１号通所事業を受けた居宅要支援被保険者等及びその属する世帯の

他の世帯員である全ての第１号被保険者について、当該第１号訪問事業又は当該第１号通所

事業を利用した日の属する年の前年中の公的年金等の収入金額及び同年の合計所得金額から

所得税法第３５条第２項第１号に掲げる金額を控除して得た額の合計額が４，６３０，００

０円（当該世帯に他の世帯員である第１号被保険者がいない場合にあっては、３，４００，

０００円）に満たない場合 

（２）前項第２号又は第３号に掲げる場合 

（高額第１号事業支給費の支給） 

第５条 市長は、居宅要支援被保険者等が受けた第１号訪問事業及び第１号通所事業等に要した

費用の合計額として次条で定めるところにより算定した額から、当該費用につき支給された第

１号事業支給費の額を控除して得た額（第８条第１項において「第１号事業利用者負担額」と

いう。）が、著しく高額であるときは、当該居宅要支援被保険者等に対し、高額第１号事業支

給費を支給する。  

（高額第１号事業支給費の支給の算定） 

第６条 前条に規定する合計額は、居宅要支援被保険者等が受けた第１号事業支給費の額に９０

分の１００（第４条第３項の規定が適用される場合にあっては８０分の１００、同条第４項の

規定が適用される場合にあっては７０分の１００）を乗じて得た額とする。  



２ 高額第１号事業支給費は、同一の世帯に属する要介護被保険者又は居宅要支援被保険者等が

同一の月に受けた居宅サービス等、介護予防サービス等又は第１号訪問事業若しくは第１号通

所事業に係る次に掲げる額を合算した額（以下「第１号事業利用者負担世帯合算額」という。

）が４４，４００円を超える場合に、当該月に第１号訪問事業又は第１号通所事業のサービス

を受けた居宅要支援被保険者等（被保護者を除く。以下この項及び第４項から第６項までにお

いて同じ。）に支給するものとし、その額は、第１号事業利用者負担世帯合算額から４４，４

００円を控除して得た額に居宅要支援被保険者等按
あん

分率（居宅要支援被保険者等が当該月に受

けた第５号及び第６号に掲げる額（以下「居宅要支援被保険者等利用者負担合算額」という。

）を第１号事業利用者負担世帯合算額で除して得た率をいう。）を乗じて得た額（法第５１条

の規定により高額介護サービス費又は法第６１条の規定により高額介護予防サービス費が支給

されるときにあっては、当該高額介護サービス費又は当該高額介護予防サービス費の額を控除

して得た額）とする。 

（１）要介護被保険者が受けた居宅サービス等（次号に規定する特定給付対象居宅サービス等を

除く。）に係る介護サービス費の合計額に９０分の１０（法第４９条の２第１項の規定が適

用される場合にあっては８０分の２０、同条第２項の規定が適用される場合にあっては７０

分の３０、法第５０条第１項の規定が適用される場合にあっては１００分の１００から政令

第２２条の２の２第１項に規定する第１市町村特例割合を控除して得た割合を当該第１市町

村特例割合で除して得た割合、法第５０条第２項の規定が適用される場合にあっては１００

分の１００から政令第２２条の２の２第１項に規定する第２市町村特例割合を控除して得た

割合を当該第２市町村特例割合で除して得た割合、法第５０条第３項の規定が適用される場

合にあっては１００分の１００から政令第２２条の２の２第１項に規定する第３市町村特例

割合を控除して得た割合を当該第３市町村特例割合で除して得た割合）を乗じて得た額  

（２）要介護被保険者が原爆一般疾病医療費の支給その他省令第８３条の２で定める給付が行わ

れるべき居宅サービス等（以下この号において「特定給付対象居宅サービス等」という。）

を受けた場合に、当該特定給付対象居宅サービス等（居宅介護サービス費若しくは特例居宅

介護サービス費、地域密着型介護サービス費若しくは特例地域密着型介護サービス費又は施

設介護サービス費若しくは特例施設介護サービス費の支給の対象となる部分に限る。）につ

いて当該要介護被保険者がなお負担すべき額 

（３）居宅要支援被保険者（被保護者を除く。次号において同じ。）が受けた介護予防サービス

等（次号に規定する特定給付対象介護予防サービス等を除く。）に係る介護予防サービス費

合計額に９０分の１０（法第５９条の２第１項の規定が適用される場合にあっては８０分の

２０、同条第２項の規定が適用される場合にあっては７０分の３０、法第６０条第１項の規

定が適用される場合にあっては１００分の１００から政令第２２条の２の２第２項第３号に

規定する第１市町村特例割合を控除して得た割合を当該第１市町村特例割合で除して得た割

合、法第６０条第２項の規定が適用される場合にあっては１００分の１００から政令第２２

条の２の２第２項第３号に規定する第２市町村特例割合を控除して得た割合を当該第２市町

村特例割合で除して得た割合、法第６０条第３項の規定が適用される場合にあっては１００

分の１００から政令第２２条の２の２第２項第３号に規定する第３市町村特例割合を控除し

て得た割合を当該第３市町村特例割合で除して得た割合）を乗じて得た額 



（４）居宅要支援被保険者が特定給付対象介護予防サービス等（介護予防サービス費若しくは特

例介護予防サービス費又は地域密着型介護予防サービス費若しくは特例地域密着型介護予防

サービス費の支給の対象となる部分に限る。）を受けた場合に、当該特定給付対象介護予防

サービス等について当該居宅要支援被保険者がなお負担すべき額  

（５）居宅要支援被保険者等が受けた第１号訪問事業又は第１号通所事業に係る第１号事業支給

費の額に９０分の１０（第４条第３項の規定が適用される場合にあっては８０分の２０、同

条第４項の規定が適用される場合にあっては７０分の３０）を乗じて得た額 

（６）居宅要支援被保険者等が原爆一般疾病医療費の支給その他公費での給付が行われるべき第

１号訪問事業又は第１号通所事業を受けた場合に、当該第１号訪問事業又は当該第１号通所

事業（第１号事業支給費の対象になる部分に限る。）について当該居宅要支援被保険者等が

なお負担すべき額 

３ 居宅要支援被保険者等が被保護者である場合において、当該居宅要支援被保険者等が同一の

月において受けた第１号事業支給費の額に９０分の１０を乗じて得た額が１５，０００円を超

えるときは、当該額から１５，０００円を控除して得た額を高額第１号事業支給費として当該

居宅要支援被保険者等に支給する。  

４ 第２項の場合において、居宅要支援被保険者等が次の各号のいずれかに該当するときは、同

項中「４４，４００円」とあるのは、「２４，６００円」と読み替えるものとする。  

（１）その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が第１号訪問事業又は第１号通所事業を利用し

た月の属する年度（第１号訪問事業又は第１号通所事業を利用した月が４月から７月までの

場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税が課されていない者又は市

町村の条例の規定により当該市町村民税を免除された者（当該市町村民税の賦課期日におい

て同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である者（第６項において「市町村民税世帯

非課税者」という。）  

（２）その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が第１号訪問事業又は第１号通所事業を利用し

た月において要保護者（生活保護法第６条第２項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）

である者であって、第２項中「４４，４００円」とあるのを「２４，６００円」と読み替え

てこれらの規定が適用されたならば保護（同法第２条に規定する保護をいう。以下同じ。）

を必要としない状態となるもの  

５ 第２項の場合において、居宅要支援被保険者等の属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が第

１号訪問事業又は第１号通所事業を利用した月において要保護者である者であって、同項中「

４４，４００円」とあるのを「１５，０００円」と読み替えてこの規定が適用されたならば保

護を必要としない状態となるもの（前項第２号に掲げる者を除く。）であるときは、第２項中

「４４，４００円」とあるのは、「１５，０００円」とする。  

６ 居宅要支援被保険者等（被保護者及び前項に規定する要保護者を除く。）が、市町村民税世

帯非課税者であり、かつ、第１号訪問事業又は第１号通所事業を利用した月の属する年の前年

中の公的年金等の収入金額及び当該第１号訪問事業又は当該第１号通所事業を利用した月の属

する年の前年の合計所得金額から所得税法第３５条第２項第１号に掲げる金額を控除して得た

額の合計額が８００，０００円以下である場合又は国民年金法等の一部を改正する法律（昭和

６０年法律第３４号。以下「昭和６０年国民年金等改正法」という。）附則第３２条第１項の

規定によりなお従前の例によるものとされた昭和６０年国民年金等改正法第１条の規定による

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%8c%dc%8f%5c%8b%e3%8f%f0%82%cc%93%f1&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000005900200000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000005900200000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000005900200000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%92%6e%95%fb%90%c5%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%6c%96%40%88%ea%8e%6c%88%ea&REF_NAME=%8d%91%96%af%94%4e%8b%e0%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%6c%96%40%88%ea%8e%6c%88%ea&REF_NAME=%91%e6%8e%4f%8f%5c%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000&ANCHOR_T=5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000#5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8e%4f&REF_NAME=%96%40%91%e6%88%ea%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000100000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000100000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000100000000000000000000000000000


改正前の国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に基づく老齢福祉年金（その全額につき支

給が停止されているものを除く。以下「老齢福祉年金」という。）の受給権を有している場合

であって、当該居宅要支援被保険者等が同一の月に受けた第１号訪問事業又は第１号通所事業

に係る居宅要支援被保険者等利用者負担合算額から１５，０００円を控除して得た額が、第４

項の規定により読み替えて適用する第２項の規定により当該居宅要支援被保険者等に対して支

給されるべき高額第１号事業支給費の額を超えるときは、当該居宅要支援被保険者等に対して

支給される高額第１号事業支給費の額は、第４項の規定により読み替えて適用する第２項の規

定にかかわらず、当該居宅要支援被保険者等利用者負担合算額から１５，０００円を控除して

得た額とする。  

７ 居宅要支援被保険者等が、指定事業者について特定公費負担給付が行われるべきサービスを

受けた場合又は被保護者である居宅要支援被保険者等が指定事業者について第１号訪問事業又

は第１号通所事業を受けた場合において、当該第１号訪問事業又は当該第１号通所事業に係る

第１号事業支給費の額に９０分の１０（第４条第３項の規定が適用される場合にあっては８０

分の２０、同条第４項の規定が適用される場合にあっては７０分の３０）を乗じて得た額の支

払が行われなかったときは、市長は、高額第１号事業支給費として居宅要支援被保険者等に支

給すべき額に相当する額を当該指定事業者に支払うものとする。  

８ 前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者等に対し、高額第１号事業支給

費の支給があったものとみなす。  

（高額第１号事業支給費の支給の申請）  

第７条 高額第１号事業支給費の支給を受けようとする居宅要支援被保険者等は、高額第１号事

業支給費等支給申請書（別記様式第１号の２）を市長に提出しなければならない。  

２ 当該居宅要支援被保険者等が同一の月に受けた第１号訪問事業又は第１号通所事業に係る前

条第２項に掲げる額については、前項の高額第１号事業支給費等支給申請書に証拠書類を添付

しなければならない。  

３ 高額第１号事業支給費が、前条第４項から第６項までの規定によるものであるときは、第１

項の高額第１号事業支給費等支給申請書にその事実を証する書類として高額第１号事業基準収

入額適用申請書（別記様式第２号）を添付しなければならない。ただし、市長は、当該書類に

より明らかにすべき事実を公簿等によって確認することができるときは、当該書類を省略させ

ることができる。  

（高額医療合算第１号事業支給費の支給）  

第８条 市長は、居宅要支援被保険者等の第１号事業利用者負担額（第５条の高額第１号事業支

給費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た額）等及び当該居

宅要支援被保険者等に係る健康保険法（大正１１年法律第７０号）第１１５条第１項に規定す

る一部負担金等の額（同項の高額療養費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当する

額を控除して得た額）その他の医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号）に規定するこれに相当する額として政令第２２条の３第１項で定める額の合

計額が、著しく高額であるときは、当該居宅要支援被保険者等に対し、高額医療合算第１号事

業支給費を支給する。  

２ 高額医療合算第１号事業支給費は、次に掲げる額を合算した額から７０歳以上医療合算第１

号事業支給総額（次項の７０歳以上医療合算第１号事業利用者負担世帯合算額から同項の７０
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http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%91%e5%88%ea%88%ea%96%40%8e%b5%81%5a&REF_NAME=%93%af%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000011500000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000011500000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000011500000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%8e%b5%96%40%94%aa%81%5a&REF_NAME=%8d%82%97%ee%8e%d2%82%cc%88%e3%97%c3%82%cc%8a%6d%95%db%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


歳以上医療合算算定基準額を控除した額（当該額が支給基準額（健康保険法施行令第四十三条

の二第一項及び政令第二十二条の三第二項の規定に基づき厚生労働大臣が定める支給基準額（

平成２０年厚生労働省告示第２２５号）の規定による金額をいう。以下同じ。）以下である場

合又は当該７０歳以上医療合算第１号事業利用者負担世帯合算額の算定につき同項ただし書に

該当する場合には、零とする。）をいう。）を控除した額（以下「医療合算第１号事業利用者

負担世帯合算額」という。）が医療合算算定基準額に支給基準額を加えた額を超える場合に政

令第２２条の３第２項第１号に規定する基準日被保険者（居宅要支援被保険者等に限る。以下

同じ。）に支給するものとし、その額は、医療合算第１号事業利用者負担世帯合算額から医療

合算算定基準額を控除した額に医療合算第１号事業按分率（第１号、第２号、第４号、第５号

及び第８号に掲げる額の合算額から次項の規定により高額医療合算第１号事業支給費が支給さ

れる場合における当該支給額の算定に係る同項の７０歳以上医療合算第１号事業利用者負担世

帯合算額から同項に規定する７０歳以上医療合算算定基準額を控除した額に同項に規定する７

０歳以上医療合算第１号事業按分率を乗じて得た額（以下この項において「７０歳以上第１号

事業世帯支給額」という。）を控除した額を医療合算第１号事業利用者負担世帯合算額で除し

て得た率をいう。）を乗じて得た額に被保険者医療合算第１号事業按分率（第８号に掲げる額

から次項の規定により支給される高額医療合算第１号事業支給費を控除した額を、第１号、第

２号、第４号、第５号及び第８号に掲げる額の合算額から７０歳以上第１号事業世帯支給額を

控除した額で除して得た率をいう。）を乗じて得た額（政令第２２条の３の規定により高額医

療合算介護サービス費が支給される場合又は政令第２９条の３の規定により高額医療合算介護

予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除して得た額）とする。ただし、

第１号から第６号までに掲げる額を合算した額、第７号に掲げる額又は第８号及び第９号に掲

げる額を合算した額が零であるときは、この限りでない。とする。ただし、第１号から第６号

までに掲げる額を合算した額、第７号に掲げる額又は第８号及び第９号に掲げる額を合算した

額が零であるときは、この限りでない。  

（１）計算期間において、本市の行う介護保険の基準日被保険者が受けた居宅サービス等に係る

第６条第２項第１号及び第２号に掲げる額の合算額（政令第２２条の２の２第２項の規定に

より高額介護サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除した額とする。）  

（２）計算期間において、基準日被保険者が受けた介護予防サービス等に係る第６条第２項第３

号及び第４号に掲げる額の合算額（政令第２９条の２の２の規定により高額介護予防サービ

ス費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除した額とする。）  

（３）計算期間において、基準日被保険者が他の市町村の行う介護保険の被保険者であった間に

受けた居宅サービス等及び介護予防サービス等に係る第６条第２項第１号から第４号までに

掲げる額の合算額（政令第２２条の２の２の規定により高額介護サービス費が支給される場

合又は政令第２９条の２の２第２項の規定により高額介護予防サービス費が支給される場合

にあっては、これらの支給額の合計額を控除した額とする。）  

（４）計算期間において、基準日被保険者の合算対象者が本市の行う介護保険の被保険者であっ

た間に受けた居宅サービス等に係る第１号に規定する合算額  

（５）計算期間において、基準日被保険者の合算対象者が本市の行う介護保険の被保険者であっ

た間に受けた介護予防サービス等に係る第２号に規定する合算額  



（６）計算期間において、基準日被保険者の合算対象者が他の市町村の行う介護保険の被保険者

であった間に受けた居宅サービス等及び介護予防サービス等に係る第３号に規定する合算額  

（７）次のアからケまでに掲げる基準日被保険者の区分に応じ、それぞれアからケまでに定める         

額 

ア 基準日において健康保険被保険者又はその健康保険被扶養者である者 健康保険法施行

令（大正１５年勅令第２４３号）第４３条の２第１項第１号から第５号までに掲げる額の

合算額 

イ 基準日において日雇特例被保険者又はその日雇特例被扶養者である者 健康保険法施行

令第４４条第２項において準用する同令第４３条の２第１項第１号、第３号及び第５号に

掲げる額の合算額 

ウ 基準日において船員保険被保険者又はその船員保険被扶養者である者 船員保険法施行

令（昭和２８年政令第２４０号）第１１条第１項第１号から第３号までに掲げる額の合算

額 

エ 基準日において国民健康保険被保険者である者（基準日において国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）第６条各号（第９号及び第１０号を除く。）のいずれかに該当す

ることにより、当該基準日の翌日から国民健康保険被保険者の資格を喪失することとなる

者を除く。以下この条において同じ。） 国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６

２号）第２９条の４の２第１項第１号から第５号までに掲げる額の合算額 

オ 基準日において国共済組合員（自衛官等を除く。以下この条において同じ。）又はその

国共済被扶養者である者 国家公務員共済組合法施行令（昭和３３年政令第２０７号）第

１１条の３の６の２第１項第１号から第５号までに掲げる額の合算額 

カ 基準日において自衛官等である者 防衛省の職員の給与等に関する法律施行令（昭和２

７年政令第３６８号）第１７条の６の４第１項第１号から第３号までに掲げる額の合算額 

キ 基準日において地共済組合員又はその地共済被扶養者である者 地方公務員等共済組合

法施行令（昭和３７年政令第３５２号）第２３条の３の６第１項第１号から第５号までに

掲げる額の合算額 

ク 基準日において私学共済加入者又はその私学共済被扶養者である者 私立学校教職員

共済法施行令（昭和２８年政令第４２５号）第６条において準用する国家公務員共済組

合法施行令第１１条の３の６の２第１項第１号から第５号までに掲げる額の合算額 

ケ 基準日において後期高齢者医療の被保険者である者 高齢者の医療の確保に関する法律

施行令（平成１９年政令第３１８号）第１６条の２第１項第１号から第３号までに掲げる

額の合算額 

（８）計算期間において、基準日被保険者が受けた第１号訪問事業又は第１号通所事業に係る第

６条第２項第５号及び第６号に掲げる額（同項の規定により高額第１号事業支給費が支給さ

れる場合にあっては、当該支給額を控除した額とする。次号において同じ。）  

（９）計算期間において、基準日被保険者が他の市町村の行う居宅要支援被保険者等であった間

に受けた第１号訪問事業又は第１号通所事業に係る第６条第２項第５号及び第６号に掲げる

額 

３ 前項各号に掲げる額のうち、７０歳以上合算対象サービス及び第１号訪問事業又は第１号通

所事業に係る額に相当する額として同項で定めるところにより算定した額を合算した額（以下

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%91%e5%88%ea%8c%dc%92%ba%93%f1%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%8c%92%8d%4e%95%db%8c%af%96%40%8e%7b%8d%73%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%91%e5%88%ea%8c%dc%92%ba%93%f1%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%8c%92%8d%4e%95%db%8c%af%96%40%8e%7b%8d%73%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%91%e5%88%ea%8c%dc%92%ba%93%f1%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8e%6c%8f%5c%8e%4f%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004300200000001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004300200000001000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004300200000001000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%91%e5%88%ea%8c%dc%92%ba%93%f1%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004300200000001000000005000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004300200000001000000005000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004300200000001000000005000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%91%e5%88%ea%8c%dc%92%ba%93%f1%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%8c%92%8d%4e%95%db%8c%af%96%40%8e%7b%8d%73%97%df%91%e6%8e%6c%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%91%e5%88%ea%8c%dc%92%ba%93%f1%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%8c%92%8d%4e%95%db%8c%af%96%40%8e%7b%8d%73%97%df%91%e6%8e%6c%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004400000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%91%e5%88%ea%8c%dc%92%ba%93%f1%8e%6c%8e%4f&REF_NAME=%93%af%97%df%91%e6%8e%6c%8f%5c%8e%4f%8f%f0%82%cc%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000004300200000001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000004300200000001000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000004300200000001000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%94%aa%90%ad%93%f1%8e%6c%81%5a&REF_NAME=%91%44%88%f5%95%db%8c%af%96%40%8e%7b%8d%73%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%94%aa%90%ad%93%f1%8e%6c%81%5a&REF_NAME=%91%44%88%f5%95%db%8c%af%96%40%8e%7b%8d%73%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%94%aa%90%ad%93%f1%8e%6c%81%5a&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%88%ea%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000001000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000001000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%94%aa%90%ad%93%f1%8e%6c%81%5a&REF_NAME=%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000001000000003000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001100000000001000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%96%40%88%ea%8b%e3%93%f1&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%98%5a%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%96%40%88%ea%8b%e3%93%f1&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%98%5a%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%90%ad%8e%4f%98%5a%93%f1&REF_NAME=%8d%91%96%af%8c%92%8d%4e%95%db%8c%af%96%40%8e%7b%8d%73%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%90%ad%8e%4f%98%5a%93%f1&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%5c%8b%e3%8f%f0%82%cc%8e%6c%82%cc%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002900400200001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002900400200001000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002900400200001000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%90%ad%8e%4f%98%5a%93%f1&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002900400200001000000005000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002900400200001000000005000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002900400200001000000005000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%90%ad%93%f1%81%5a%8e%b5&REF_NAME=%8d%91%89%c6%8c%f6%96%b1%88%f5%8b%a4%8d%cf%91%67%8d%87%96%40%8e%7b%8d%73%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%90%ad%93%f1%81%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%8e%4f%82%cc%98%5a%82%cc%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001100300602001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001100300602001000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001100300602001000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%4f%90%ad%93%f1%81%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%8f%5c%88%ea%8f%f0%82%cc%8e%4f%82%cc%98%5a%82%cc%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001100300602001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001100300602001000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001100300602001000000001000000000
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http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%b5%90%ad%8e%4f%98%5a%94%aa&REF_NAME=%96%68%89%71%8f%c8%82%cc%90%45%88%f5%82%cc%8b%8b%97%5e%93%99%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5%8e%7b%8d%73%97%df%91%e6%8f%5c%8e%b5%8f%f0%82%cc%98%5a%82%cc%8e%6c%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001700600400001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001700600400001000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001700600400001000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%b5%90%ad%8e%4f%98%5a%94%aa&REF_NAME=%96%68%89%71%8f%c8%82%cc%90%45%88%f5%82%cc%8b%8b%97%5e%93%99%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5%8e%7b%8d%73%97%df%91%e6%8f%5c%8e%b5%8f%f0%82%cc%98%5a%82%cc%8e%6c%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001700600400001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001700600400001000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001700600400001000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%b5%90%ad%8e%4f%98%5a%94%aa&REF_NAME=%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000001700600400001000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000001700600400001000000003000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000001700600400001000000003000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8e%b5%90%ad%8e%4f%8c%dc%93%f1&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8c%f6%96%b1%88%f5%93%99%8b%a4%8d%cf%91%67%8d%87%96%40%8e%7b%8d%73%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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この項において「７０歳以上医療合算第１号事業利用者負担世帯合算額」という。）が７０歳

以上医療合算算定基準額に支給基準額を加えた額を超える場合は、７０歳以上医療合算第１号

事業利用者負担世帯合算額から７０歳以上医療合算算定基準額を控除した額に７０歳以上医療

合算第１号事業按分率（７０歳以上合算対象サービスに係る同項第１号、第２号、第４号、第

５号及び第８号に掲げる額に相当する額として同項で定めるところにより算定した額を合算し

た額を、７０歳以上医療合算第１号事業利用者負担世帯合算額で除して得た率をいう。）を乗

じて得た額に７０歳以上被保険者医療合算第１号事業按分率（７０歳以上合算対象サービスに

係る同項第８号に掲げる額に相当する額として同項で定めるところにより算定した額を、７０

歳以上合算対象サービスに係る同項第１号、第２号、第４号、第５号及び第８号に掲げる額に

相当する額として同項で定めるところにより算定した額を合算した額で除して得た率をいう。

）を乗じて得た額を高額医療合算第１号事業支給費として基準日被保険者に支給する。ただし、

７０歳以上合算対象サービスに係る同項第１号から第６号までに掲げる額に相当する額として

算定した額を合算した額、７０歳以上合算対象サービスに係る同項第７号に掲げる額に相当す

る額として算定した額又は同項第８号及び第９号に掲げる額に相当する額として算定した額を

合算した額が零であるときは、この限りでない。 

４ 第２項の基準日被保険者の合算対象者は、次の各号に掲げる基準日被保険者の区分に応じ、

当該各号に定める者とする。  

（１）基準日において被用者保険被保険者等である者 基準日においてその被扶養者である者 

（２）基準日において被扶養者である者 基準日において当該者がその被扶養者である被用者保

険被保険者等である者又は基準日において当該被用者保険被保険者等の被扶養者である当該

者以外の者  

（３）基準日において国民健康保険被保険者である者 基準日において当該者と同一の世帯に属

する当該者以外の国民健康保険被保険者である者  

（４）基準日において後期高齢者医療の被保険者である者 基準日において当該者と同一の世帯

に属する当該者以外の後期高齢者医療の被保険者である者  

５ 第２項から前項までの規定は、当該計算期間において本市が行う居宅要支援被保険者等であ 

った者（基準日において本市が行う居宅要支援被保険者等である者を除く。）に対する高額医

療合算第１号事業支給費の支給について準用する。 

６ 第２項（前項において準用する場合を含む。）の医療合算算定基準額は、次の各号に掲げる

基準日被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。  

（１）基準日において被用者保険被保険者等又はその被扶養者である者 次のアからオまでに掲

げる者の区分に応じ、それぞれアからオまでに定める額 

ア イからオまでに掲げる者以外の者 ６７０，０００円 

イ 基準日の属する月の標準報酬月額等（医療保険各法（国民健康保険法を除く。）に規定

する標準報酬月額、標準報酬の月額、給料の額及び標準給与の月額をいう。以下この項及

び次項において同じ。）が８３０，０００円以上の被用者保険被保険者等又はその被扶養

者 ２，１２０，０００円 

ウ 基準日の属する月の標準報酬月額等が５３０，０００円以上８３０，０００円未満の被

用者保険被保険者等又はその被扶養者 １，４１０，０００円 
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エ 基準日の属する月の標準報酬月額等が２８０，０００円未満の被用者保険被保険者等又

はその被扶養者（オに掲げる者を除く。） ６００，０００円 

オ 市町村民税非課税者（基準日の属する年度の前年度（第８項の規定により当該基準日の

属する年の前年８月１日から当該基準日に属する年の３月３１日までのいずれかの日を基

準日とみなした場合にあっては、当該基準日とみなした日の属する年度。以下この項及び

次項において同じ。）分の地方税法の規定による市町村民税が課されない者（市町村の条

例の規定により当該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期

日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）をいう。次項において同じ。）で

ある被用者保険被保険者等又はその被扶養者（イ及びウに掲げる者を除く。） ３４０，

０００円 

（２）基準日において国民健康保険被保険者である者 次のアからオまでに掲げる場合に応じ、

それぞれアからオまでに定める額 

ア イからオまでに掲げる場合以外の場合 ６７０，０００円 

イ 基準日において当該国民健康保険被保険者の属する世帯に属する全ての国民健康保険被

保険者について当該基準日の属する年の前々年（第８項の規定により当該基準日の属する

年の前年８月１日から同年１２月３１日までのいずれかの日を基準日とみなした場合にあ

っては、当該基準日とみなした日の属する年の前年。ウ及びエにおいて同じ。）の国民健

康保険法施行令第２９条の４の３第２項に規定する基準所得額を合算した額が９，０１０，

０００円を超える場合 ２，１２０，０００円 

ウ 基準日において当該国民健康保険被保険者の属する世帯に属する全ての国民健康保険被

保険者について当該基準日の属する年の前々年の国民健康保険法施行令第２９条の４の３

第２項に規定する基準所得額を合算した額が６，０００，０００円を超え９，０１０，０

００円以下の場合 １，４１０，０００円 

エ 基準日において当該国民健康保険被保険者の属する世帯に属する全ての国民健康保険被

保険者について当該基準日の属する年の前々年の国民健康保険法施行令第２９条の４の３

第２項に規定する基準所得額を合算した額が２，１００，０００円以下の場合（オに掲げ

る者を除く。） ６００，０００円 

オ 基準日において、（ア）及び（イ）に掲げる区分に応じ、それぞれ（ア）及び（イ）に

定める者の全てについて当該基準日の属する年度の前年度分の市町村民税国保世帯非課税

の場合 ３４０，０００円 

（ア）当該国民健康保険被保険者が市町村の行う国民健康保険の被保険者である場合 当該

者の属する世帯の世帯主及びその世帯に属する本市の行う国民健康保険の被保険者であ

る者 

（イ）当該国民健康保険被保険者が組合の行う国民健康保険の被保険者である場合 当該者

の属する世帯に属する当該組合の組合員及びその世帯に属する当該組合の行う国民健康

保険の被保険者である者 

（３）基準日において後期高齢者医療の被保険者である者 次のアからカまでに掲げる者の区分

に応じ、それぞれアからカまでに定める額 

ア イからカまでに掲げる者以外の者 ５６０，０００円 
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イ 基準日において療養の給付（高齢者の医療の確保に関する法律による療養の給付をいう。

）を受けることとした場合に同法第６７条第１項第２号の規定が適用される者（ウ及びエ

において「第２号適用者」という。）であって、所得の額（同号に規定する所得の額をい

う。ウ及びエにおいて同じ。）が６，９００，０００円以上であるもの ２，１２０，０

００円 

ウ 第２号適用者であって、所得の額が３，８００，０００円以上６，９００，０００円未

満であるもの １，４１０，０００円 

エ 第２号適用者であって、所得の額が３，８００，０００円未満であるもの ６７０，０

００円 

オ 市町村民税世帯非課税者（高齢者の医療の確保に関する法律施行令第１６条の３第１項

第３号の市町村民税世帯非課税者をいう。）（カに掲げる者を除く。） ３１０，０００

円 

カ 基準日において当該後期高齢者医療の被保険者の属する世帯の世帯主及び全ての世帯員

が当該基準日の属する年度の前年度分の地方税法の規定による市町村民税（同法の規定に

よる特別区民税を含む。次項第１号カ及び第２号カ並びに附則第２条第１項第３号アにお

いて同じ。）に係る各種所得の金額（高齢者の医療の確保に関する法律施行令第１５条第

１項第６号に規定する「各種所得の金額」をいう。次項において同じ。）及び他の所得と

区分して計算される所得の金額（同法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項の規定の適用があ

る場合には、その適用後の金額）、同法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る

事業所得等の金額、同法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措

置法第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条

の規定の適用がある場合には、これらの規定の適用により同法第３１条第１項に規定する

長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第３５条第５項に

規定する短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第３３条の４第１項若しくは第２項、第３

４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項又は第３６条の

規定の適用がある場合には、これらの規定の適用により同法第３２条第１項に規定する短

期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第３５条の２第５項

に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の３第１５項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第３５条の２の２第５項に規定する

上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条の２の６第１５項又は第３５条の

３第１３項若しくは第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附

則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３５条の４

の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８

条第２項（同法第１２条第５項及び第１６条第２項において準用する場合を含む。）に規

定する特例適用利子等の額、同法第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１６条第３項

において準用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額、租税条約等の実施に伴

う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号）第
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３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約適

用配当等の額をいう。以下同じ。）がない者 １９０，０００円（計算期間において、当

該基準日被保険者及び当該基準日被保険者の合算対象者のうち複数の者が要介護被保険者

又は居宅要支援被保険者等であった間に居宅サービス等、介護予防サービス等、第１号訪

問事業又は第１号通所事業を受けた場合にあっては、３１０，０００円とする。）７ 第

３項（第５項において準用する場合を含む。）の７０歳以上医療合算算定基準額は、次の

各号に掲げる基準日被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。  

（１）基準日において被用者保険被保険者等又はその被扶養者である者 次のアからカまでに掲

げる者の区分に応じ、それぞれアからカまでに定める額 

ア イからカまでに掲げる者以外の者 ５６０，０００円 

イ 基準日において療養の給付（健康保険法、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、国

家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）（私立学校教職員共済法（昭和２８年

法律第２４５号）第２５条において準用する場合を含む。）又は地方公務員等共済組合法

（昭和３７年法律第１５２号）による療養の給付をいう。）を受けることとした場合に、

健康保険法第７４条第１項第３号、船員保険法第５５条第１項第３号、国家公務員共済組

合法第５５条第２項第３号（私立学校教職員共済法第２５条の規定により読み替えて準用

する場合を含む。）又は地方公務員等共済組合法第５７条第２項第３号の規定が適用され

る被用者保険被保険者等（ウ及びエにおいて「第３号適用」という。）であって、基準日

の属する月の標準報酬月額等が８３０，０００円以上のもの又はその被扶養者 ２，１２

０，０００円 

ウ 第３号適用者であって、基準日に属する月の標準報酬月額等が５３０，０００円以上８

３０，０００円未満のもの又はその被扶養者 １，４１０，０００円 

エ 第３号適用者であって、基準日に属する月の標準報酬月額等が５３０，０００円未満の

もの又はその被扶養者 ６７０，０００円 

オ 市町村民税非課税者である被用者保険被保険者等又はその被扶養者（イからエまで又は

カに掲げる者を除く。） ３１０，０００円 

カ 被用者保険被保険者等及び基準日においてその被扶養者である者の全てが当該基準日の

属する年度の前年度分の地方税法の規定による市町村民税に係る各種所得の金額及び他の

所得と区分して計算される所得の金額がない被用者保険被保険者等又はその被扶養者（イ

からエまでに掲げる者を除く。） １９０，０００円（計算期間において、当該基準日被

保険者又は当該基準日被保険者の合算対象者のうち複数の者が要介護被保険者又は居宅要

支援被保険者等であった間に居宅サービス等、介護予防サービス等、第１号訪問事業又は

第１号通所事業を受けた場合にあっては、３１０，０００円とする。） 

（２）基準日において国民健康保険被保険者である者 次のアからカまでに掲げる場合に応じ、

それぞれアからカまでに定める額 

ア イからカまでに掲げる場合以外の場合 ５６０，０００円 

イ 基準日において当該国民健康保険被保険者が療養の給付（国民健康保険法による療養の

給付をいう。）を受けることとした場合において、同法第４２条第１項第４号の規定が適

用される者（ウ及びエにおいて「第４号適用者」という。であって、所得の額（同号に規
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定する所得の額をいう。ウ及びエにおいて同じ。）が６，９００，０００円以上のもので

あるとき。 ２，１２０，０００円 

ウ 第４号適用者であって、所得の額が３，８００，０００円以上６，９００，０００円未

満のものであるとき。 １，４１０，０００円 

エ 第４号適用者であって、所得の額が３，８００，０００円未満のものであるとき。 ６

７０，０００円 

オ 市町村民税国保世帯非課税の場合（カに掲げる場合を除く。） ３１０，０００円 

カ 基準日において、前項第２号オ（ア）及び（イ）に掲げる区分に応じ、それぞれ同号オ

（ア）及び（イ）に定める者の全てについて当該基準日の属する年度の前年度分の地方税

法の規定による市町村民税に係る各種所得金額及び他の所得と区分して計算される所得の

金額がない場合 １９０，０００円（計算期間において、当該基準日被保険者及び当該基

準日被保険者の合算対象者のうち複数の者が要介護被保険者又は居宅要支援被保険者等で

あった間に居宅サービス等、介護予防サービス等、第１号訪問事業又は第１号通所事業を

受けた場合にあっては、３１０，０００円とする。） 

（３）基準日において後期高齢者医療の被保険者である者 前項第３号に定める額 

８ 居宅要支援被保険者等が計算期間において医療保険加入者又は後期高齢者医療の被保険者で

なくなり、かつ、その医療保険加入者又は後期高齢者医療の被保険者でなくなった日以後の当

該計算期間において新たに医療保険加入者又は後期高齢者医療の被保険者とならない場合その

他省令第８３条の４の３第１項で定める場合における高額医療合算介護第１号事業支給費の支

給については、当該日の前日（当該省令第８３条の４の３第１項で定める場合にあっては、当

該医療保険加入者等の資格を喪失した日の前日）を基準日とみなして、この条の規定を適用す

る。  

 （高額医療合算第１号事業支給費の支給の申請） 

第９条 前条の規定により高額医療合算第１号事業支給費の支給を受けようとする居宅要支援被

保険者等は、高額医療合算第１号事業支給費支給申請書兼自己負担額証明書交付申請書（別記

様式第３号）を、計算期間において市長に提出しなければならない。ただし、前条第２項ただ

し書又は同条第３項ただし書に該当する場合にあっては、この限りでない。  

２ 市長は、前項の規定による提出があったときは、当該提出をした居宅要支援被保険者等に対

し、第１号訪問事業又は第１号通所事業自己負担額証明書（別記様式第４号）を交付しなけれ

ばならない。ただし、当該提出が第６項に規定する場合に該当するときは、この限りでない。  

３ 前項の規定により第１号訪問事業又は第１号通所事業自己負担額証明書を交付した市長は、

医療保険者から当該申請に係る高額医療合算第１号事業支給費の支給額を通知されたときは、

当該居宅要支援被保険者等に当該支給額を通知するとともに当該支給額を支給しなければなら

ない。ただし、当該第１号訪問事業又は第１号通所事業自己負担額証明書に係る基準日の翌日

から２年以内に当該医療保険者から高額医療合算第１号事業支給費の支給に必要な事項の通知

が行われない場合において、第１項の規定により高額医療合算第１号事業支給費支給申請書兼

自己負担額証明書交付申請書を提出した者に対して当該申請に関する確認を行ったときは、当

該第１号訪問事業又は第１号通所事業自己負担額証明書に係る第１項の高額医療合算第１号事

業支給費支給申請書兼自己負担額証明書交付申請書は提出されなかったものとみなすことがで

きる。  
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４ 前項の規定にかかわらず、市長は、当該申請に係る居宅要支援被保険者等が次のいずれかに

該当する者であって、計算期間において当該居宅要支援被保険者等及びその合算対象者のうち

複数の者が居宅サービス等、介護予防サービス等、第１号訪問事業又は第１号通所事業を受け

た場合にあっては、当該申請に係る高額医療合算第１号事業支給費の支給額を計算し、当該居

宅要支援被保険者等に当該支給額を通知するとともに当該支給額を支給しなければならない。  

（１）前条第６項第３号カに掲げる者  

（２）前条第７項第１号カに掲げる者  

（３）前条第７項第２号カに掲げる者  

５ 市長は、精算対象者に係る高額医療合算第１号事業支給費の支給のために必要な場合におい

て、当該精算対象者の合算対象者から申請があったときは、第１号訪問事業又は第１号通所事

業自己負担額証明書を交付するものとする。  

６ 第１項の申請書は、医療保険者（法第７条第７項に規定する医療保険者及び高齢者の医療の

確保に関する法律第４８条に規定する後期高齢者医療広域連合をいう。）を経由して提出する

ことができる。 

７ 前各項の規定は、計算期間において市長が行う居宅要支援被保険者であった者に係る高額医

療合算第１号事業支給費の支給について準用する。  

（指定事業者の指定等） 

第１０条 市長は、法第１１５条の４５の５第１項の申請があった場合において、次の各号のい

ずれかに該当するときは、法第１１５条の４５の３第１項の指定をしない。 

（１）申請者が法人でないとき。 

（２）当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第１号事業人員等規則に定

める基準及び員数を満たしていないとき。 

（３）申請者が、第１号事業人員等規則に定める基準に従って適正な第１号事業の運営をするこ

とができないと認められるとき。 

（４）申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

るまでの者であるとき。 

（５）申請者が、法又は政令第３５条の２各号若しくは第３５条の３各号に掲げる法律の規定に

より罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者で

あるとき。 

（６）申請者が、保険料等（法第７０条第２項第５号の３の保険料等をいう。以下この号におい

て同じ。）について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づ

く滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわたり、

当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該

処分に係る保険料等の納付義務を負うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に

限る。）を引き続き滞納している者であるとき。 

（７）申請者が、法第１１５条の４５の９（第１号を除く。次号及び第９号において同じ。）の

規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者（当該取消

しの処分に係る行政手続法（平成５年法律第８８号）第１５条の規定による通知があった日

前６０日以内に当該法人の役員等（法第７０条第２項第６号に規定する役員等をいう。以下

同じ。）であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。）である
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とき。ただし、当該指定の取消しが、指定事業者の取消しのうち当該指定の取消し処分の理

由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定事業者による業務管理体制の

整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定事業者が有していた責任の程

度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であ

ると認められるものとして省令第１４０条の１６第１項に規定する場合に該当するときを除

く。 

（８）申請者と密接な関係を有する者が、法第１１５条の４５の９の規定により指定を取り消さ

れ、その取消しの日から起算して５年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、

指定事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実

の発生を防止するための当該指定事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況そ

の他の当該事実に関して当該指定事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に

規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして省

令第１４０条の１６第１項に規定する場合に該当するときを除く。 

（９）申請者が、法第１１５条の４５の９の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第

１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する

日までの間に省令第１４０条の６２の３第２項第４号の規定による第１号事業の廃止の届出

をした者（当該事業の廃止について相当な理由があるものを除く。）で当該届出の日から起

算して５年を経過しないものであるとき。 

（１０）前号に規定する期間内に省令第１４０条の６２の３第２項第４号の規定による第１号事

業の廃止の届出があった場合において、申請者が、前号の通知の日前６０日以内に当該届出

に係る法人（当該事業の廃止について相当な理由がある法人を除く。）の役員等で、当該届

出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

（１１）申請者が、指定の申請前５年以内に法第２３条に規定する居宅サービス等又は第１号事

業に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

（１２）申請者の役員等のうちに第４号から第６号まで又は第９号から前号までのいずれかに該

当するものがあるとき。 

（指定事業者の指定の申請書） 

２ 省令第１４０条の６３の５第１項の市町村長が認めるときは、次に掲げるときで、かつ、同

項第４号から第１５号までに掲げる事項に変更がないときとする。 

（１）省令第１１４条第１項に規定する指定及び第１号訪問事業に係る省令第１４０条の６３の

５第１項に規定する指定を同時に申請するとき。 

（２）省令第１１９条第１項に規定する指定及び第１号通所事業に係る省令第１４０条の６３の

５第１項に規定する指定を同時に申請するとき。 

（３）省令第１３１条の３の２第１項に規定する指定及び第１号通所事業に係る省令第１４０条

の６３の５第１項に規定する指定を同時に申請するとき。 

（４）指定予防給付型訪問サービス及び指定生活支援型訪問サービスに係る省令第１４０条の６

３の５第１項に規定する指定を同時に申請するとき。 

（５）指定予防給付型通所サービス及び指定短時間型通所サービスに係る省令第１４０条の６３

の５第１項に規定する指定を同時に申請するとき。 

３ 省令第１４０条の６３の５第１項第１５号に掲げるその他市町村が指定に関し必要と認める



事項は、次に掲げる事項とする。 

（１）サービス提供責任者（第１号事業人員等規則第５条第２項のサービス提供責任者をいう。

）の氏名、生年月日、住所及び経歴（指定予防給付型訪問サービス事業者に限る。） 

（２）人権擁護推進員（第１号事業人員等規則第３９条の人権擁護推進員をいう。）の名簿 

（３）訪問事業責任者（第１号事業人員等規則第４３条第２項の訪問事業責任者をいう。）の氏

名、生年月日及び住所（指定生活支援型訪問サービス事業者に限る。） 

（４）災害対策推進員（第１号事業人員等規則第５９条の災害対策推進員をいう。）の名簿（第

１号通所事業の指定事業者に限る。） 

（５）安全管理対策推進員（第１号事業人員等規則第６０条の安全管理対策推進員をいう。）の

名簿（第１号通所事業の指定事業者に限る。） 

（６）当該事業所が所在する市町村長（本市の市長を除く。）が通知した指定事業者指定通知書

の写し（当該申請に係る事業者が既に事業所が所在する市町村長（本市の市長を除く。）の

指定を受けている場合に限る。） 

４ 省令第１４０条の６３の５第１項に規定する申請書は、第１号事業に係る指定事業者指定申

請書（別記様式第５号）とする。  

５ 市長は、法第１１５条の４５の３第１項の指定を行う場合には、第１号事業に係る指定事業

者指定通知書（別記様式第６号）により通知するものとする。 

６ 法第１１５条の４５の３第１項の指定を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所の見や

すい場所に標示するものとする。 

 （指定の更新の申請書） 

第１１条 省令第１４０条の６３の５第２項に規定する申請書は、第１号事業に係る指定事業者

指定更新申請書（別記様式第７号）とする。 

２ 市長は、法第１１５条の４５の６第１項の更新を行う場合には、第１号事業に係る指定事業

者指定更新通知書（別記様式第８号）により通知するものとする。 

（指定の更新期間） 

第１２条 省令第１４０条の６３の７の市町村が定める期間は、６年とする。 

 （変更の届出等） 

第１３条 指定事業者は、次に掲げる事項に変更があったときは、第１号事業に係る指定事業者

指定変更届出書（別記様式第９号）により、１０日以内に、当該変更の内容を明らかにする書

類を添えて、その旨を市長に届け出なければならない。 

（１）事業所の名称及び所在地 

（２）申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

（３）当該指定に係る事業に関する申請者の登記事項証明書又は条例等 

（４）建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示するものとする。） 

（５）事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

（６）運営規程 

（７）サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所及び経歴（指定予防給付型訪問サービスに限

る。） 

（８）訪問事業責任者の氏名、生年月日及び住所（指定生活支援型訪問サービスに限る。） 

２ 省令第１４０条の６２の３第２項第４号の規定による届出は、第１号事業廃止・休止届出書



（別記様式第１０号）により届け出なければならない。 

３ 指定事業者は、休止した当該指定事業者に係る第１号事業を再開したときは、第１号事業再

開届出書（別記様式第１１号）により、１０日以内に、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

 （事業所等情報の通知） 

第１４条 市長は、指定等（法第１１５条の４５の３第１項の指定、法第１１５条の４５の６第

１項の更新、法第１１５条の４５の９の規定による指定の取消し若しくは指定の全部若しくは

一部の効力の停止、省令第１４０条の６２の３第２項第４号の規定による廃止の届出又は法第

１１５条の４５の８第３項に規定よる命令をいう。）をしたときは、和歌山県、国民健康保険

団体連合会その他の機関に対して、当該指定等に係る事業者に関して次に掲げる事項について

の情報を通知するものとする。 

（１）指定等に係る事業所の名称及び所在地 

（２）指定等に係る事業者等の名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地 

（３）指定等に係る年月日 

（４）介護保険事業者番号 

（第１１５条の４５の８第４項の規定による公示） 

第１５条 法第１１５条の４５の８第４項の規定による公示は、次に掲げる事項を告示すること

により行うものとする。 

（１）介護保険事業者番号 

（２）法第１１５条の４５の８第３項の規定による命令に係る事業所の名称及び所在地 

（３）法第１１５条の４５の８第３項の規定による命令に係る指定事業者の名称及び代表者の氏

名並びに主たる事務所の所在地 

（４）法第１１５条の４５の８第３項の規定による命令の内容及び当該命令をした年月日 

（５）法第１１５条の４５の８第３項の規定による命令に係る第１号事業の種類 

２ 前項の規定による告示は、和歌山市公報に登載し、又は市役所の掲示場に掲示してこれを行

うものとする。 

 （指定の公示） 

第１６条 市長は、法第１１５条の４５の３第１項の指定をしたとき、省令第１４０条の６２の

３第２項第４号の規定による廃止の届出があったとき又は法第１１５条の４５の９の規定によ

り法第１１５条の４５の３第１項の指定を取り消し、若しくは指定の全部若しくは一部の効力

を停止したときは、次項に規定する事項を公示しなければならない。 

２ 前項に規定する事項は、次に掲げる事項とする。 

（１）指定事業者の名称又は代表者の氏名 

（２）事業所の名称及び所在地 

（３）処分を行った年月日（法第１１５条の４５の３第１項の指定をしたとき、又は法第１１５

条の４５の９の規定により法第１１５条の４５の３第１項の指定を取り消し、若しくは指定

の全部若しくは一部の効力を停止したときに限る。） 

（４）処分の内容及び期間（法第１１５条の４５の９の規定により法第１１５条の４５の３第１

項の指定の全部又は一部の効力を停止したときに限る。） 

（５）第１号事業の廃止の年月日（省令第１４０条の６２の３第２項第４号の規定により廃止の



届出を行ったときに限る。） 

（６）法第１１５条の４５の８第３項の規定による命令に係る第１号事業の種類 

（７）その他市長が必要と認める事項 

３ 第１項の規定による公示は、和歌山市公報に登載し、又は市役所の掲示場に掲示して告示す

ることにより行うものとする。 

 （雑則） 

第１７条 この規則に定めるもののほか、第１号事業の実施に関し、必要な事項は、市長が別に

定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

（平成２９年８月１日から平成３２年７月３１日までの間に受けた第１号訪問事業及び第１号

通所事業に係る高額第１号事業支給費の特例） 

第２条 平成２９年８月１日から平成３２年７月３１日までの間において被保険者が受けた第１

号訪問事業及び第１号通所事業に係る高額第１号事業支給費については、第６条第２項及び第

３項の規定によるほか、第１号事業利用者負担年間世帯合算額が４４６，４００円を超える場

合に、毎年８月１日から翌年７月３１日までの期間（以下「計算期間」という。）の末日（以

下「基準日」という。）において本市の行う介護保険の居宅要支援被保険者等である者に支給

するものとし、その額は、居宅要支援被保険者等支給額（第１号事業利用者負担年間世帯合算

額から４４６，４００円を控除して得た額に基準日居宅要支援被保険者等按分率（第３項第９

号及び第１０号に掲げる額の合算額を第１号事業利用者負担年間世帯合算額で除して得た率を

いう。）を乗じて得た額をいう。次項において同じ。）（当該居宅要支援被保険者等支給額が

第３項第９号に掲げる額を超える場合にあっては、同号に掲げる額）とする。ただし、当該基

準日において、次に掲げる場合は、この限りでない。 

（１）当該居宅要支援被保険者等の属する世帯に属する被保険者のいずれかが、居宅サービス等、

介護予防サービス等、第１号訪問事業又は第１号通所事業を受けることとした場合に法第４

９条の２若しくは第５９条の２第又は第４条第３項若しくは第４項の規定が適用される者（

次号において「一定以上所得者」という。）である場合 

（２）当該居宅要支援被保険者等の属する世帯に属する被保険者（要介護被保険者又は居宅要支

援被保険者等に該当しない者に限る。）のいずれかが、要介護被保険者又は居宅要支援被保

険者等に該当するとしたならば、一定以上所得者となる場合 

（３）当該居宅要支援被保険者等の属する世帯に属する第１号被保険者のいずれかの当該基準日

の属する年の前々年（第４項の規定により当該基準日の属する年の前年８月１日から同年１

２月３１日までのいずれかの日を基準日とみなした場合にあっては、当該基準日とみなした

日の属する年の前年。以下この号において同じ。）の所得について、アに掲げる額（当該基

準日の属する年の前々年の１２月３１日において世帯主であって、同日において当該世帯主

と同一の世帯に属する１９歳未満の者で同年の合計所得金額が３８０，０００円以下である

もの（イにおいて「控除対象者」という。）を有する者にあっては、アに掲げる額からイに

掲げる額を控除して得た額）が１，４５０，０００円以上である場合（当該居宅要支援被保

険者等の属する世帯に属する全ての第１号被保険者について、省令附則第３２条で定めると



ころにより算定した当該基準日の属する年の前々年の収入の合計額が５，２００，０００円

（当該世帯に属する第１号被保険者が１人である場合にあっては、３，８３０，０００円）

に満たない場合を除く。） 

  ア 当該基準日の属する年の前年（第４項の規定により同年８月１日から同年１２月３１日

までのいずれかの日を基準日とみなした場合にあっては、当該基準日とみなした日の属す

る年）の４月１日の属する年度分の地方税法の規定による市町村民税に係る同法第３１４

条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算され

る所得の金額の合計額から同項各号及び同条第２項の規定による控除をした後の金額 

  イ 当該基準日の属する年の前々年の１２月３１日において１６歳未満の控除対象者の数を

３３０，０００円に乗じて得た額及び同日において１６歳以上の控除対象者の数を１２０，

０００円に乗じて得た額の合計額 

２ 平成２９年８月１日から平成３２年７月３１日までの間において居宅要支援被保険者等が受

けた第１号訪問事業及び第１号通所事業に係る高額第１号事業支給費については、第６条第２

項及び第３項並びに前項の規定によるほか、居宅要支援被保険者等支給額が次項第９号に掲げ

る額を超える場合に、当該居宅要支援被保険者等支給額の算定の対象となった計算期間におい

て基準日市町村（基準日において当該居宅要支援被保険者等に対し介護保険を行う市町村をい

う。以下同じ。）以外の市町村（以下「基準日以外市町村」という。）である本市が行う介護

保険の居宅要支援被保険者等であった者に支給するものとし、その額は、居宅要支援被保険者

等支給額から次項第９号に掲げる額を控除して得た額に、基準日以外居宅要支援被保険者等按

分率（第１号に掲げる額を次に掲げる額の合計額で除して得た率をいう。）を乗じて得た額と

する。ただし、当該基準日において、前項各号に掲げる場合は、この限りでない。 

（１）当該計算期間（当該居宅要支援被保険者等が当該基準日以外市町村の行う介護保険の被保

険者であった間に限る。）において、当該居宅要支援被保険者等が受けた第１号訪問事業及

び第１号通所事業に係る第６条第２項第５号及び第６号に掲げる額の合算額（同項の規定に

より高額第１号事業支給費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除した額とする。

） 

（２）当該計算期間（当該居宅要支援被保険者等が他の基準日以外市町村の行う介護保険の被保

険者であった間に限る。）において、当該居宅要支援被保険者等が受けた第１号訪問事業及

び第１号通所事業に係る前号に規定する合算額 

３ 第１項の第１号事業利用者負担年間世帯合算額は、居宅要支援被保険者等及びその合算対象

者（基準日において当該居宅要支援被保険者等と同一の世帯に属する他の被保険者をいう。

以下この項において同じ。）が計算期間に受けた居宅サービス等、介護予防サービス等、第

１号訪問事業及び第１号通所事業に係る次に掲げる額の合算額とする。 

（１）当該計算期間（当該居宅要支援被保険者等が基準日市町村の行う介護保険の被保険者であ

った間に限る。）において、当該居宅要支援被保険者等が受けた居宅サービス等に係る第６

条第２項第１号及び第２号に掲げる額の合算額（政令第２２条の２の２第２項の規定により

高額介護サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除した額とする。） 

（２）当該計算期間（当該居宅要支援被保険者等が基準日市町村の行う介護保険の被保険者であ

った間に限る。）において、当該居宅要支援被保険者等が受けた介護予防サービス等に係る

第６条第２項第３号及び第４号に掲げる額の合算額（政令第２９条の２の２第２項の規定に



より高額介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除した額とする。

） 

（３）当該計算期間（当該居宅要支援被保険者等が基準日以外市町村の行う介護保険の被保険者

であった間に限る。）において、当該居宅要支援被保険者等が受けた居宅サービス等に係る

第１号に規定する合算額 

（４）当該計算期間（当該居宅要支援被保険者等が基準日以外市町村の行う介護保険の被保険者

であった間に限る。）において、当該居宅要支援被保険者等が受けた介護予防サービス等に

係る第２号に規定する合算額 

（５）当該計算期間（当該合算対象者が基準日市町村の行う介護保険の被保険者であった間に限

る。）において、当該合算対象者が受けた居宅サービス等に係る第１号に規定する合算額 

（６）当該計算期間（当該合算対象者が基準日市町村の行う介護保険の被保険者であった間に限

る。）において、当該合算対象者が受けた介護予防サービス等に係る第２号に規定する合算

額 

（７）当該計算期間（当該合算対象者が基準日以外市町村の行う介護保険の被保険者であった間

に限る。）において、当該合算対象者が受けた居宅サービス等に係る第１号に規定する合算

額 

（８）当該計算期間（当該合算対象者が基準日以外市町村の行う介護保険の被保険者であった間

に限る。）において、当該合算対象者が受けた介護予防サービス等に係る第２号に規定する

合算額 

（９）当該計算期間（当該居宅要支援被保険者等が基準日市町村の行う介護保険の被保険者であ

った間に限る。）において、当該居宅要支援被保険者等が受けた第１号訪問事業及び第１号

通所事業に係る第６条第２項第５号及び第６号に規定する額の合算額（同項の規定により高

額第１号事業支給費が支給される場合にあっては、当該支給額を控除した額とする。） 

（１０）当該計算期間（当該居宅要支援被保険者等が基準日以外市町村の行う介護保険の被保険

者であった間に限る。）において、当該居宅要支援被保険者等が受けた第１号訪問事業及び

第１号通所事業に係る前号に規定する合算額 

（１１）当該計算期間（当該合算対象者が基準日市町村の行う介護保険の被保険者であった間に

限る。）において、当該合算対象者が受けた第１号訪問事業及び第１号通所事業に係る第９

号に規定する合算額 

（１２）当該計算期間（当該合算対象者が基準日以外市町村の行う介護保険の被保険者であった

間に限る。）において、当該合算対象者が受けた第１号訪問事業及び第１号通所事業に係る

第９号に規定する合算額 

４ 居宅要支援被保険者等が計算期間において被保険者でなくなり、かつ、被保険者でなくなっ

た日以後の当該計算期間において新たに被保険者とならない場合その他省令附則第３４条第

１項に規定する場合における第１項及び第２項の規定による高額第１号事業支給費の支給に

ついては、当該日の前日（省令附則第３４条第１項で定める場合にあっては、同条第２項で

定める日）を基準日とみなして、前各項の規定を適用する。ただし、平成２９年８月１日に

被保険者でなくなった場合は、この限りでない。 

５ 第１項及び第２項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 



第８条第２項

第１号 

政令第２２条の２の２

第２項 

政令第２２条の２の２第２項又は附則第２条

第１項 

第８条第２項

第２号 

政令第２９条の２の２ 政令第２９条の２の２又は附則第２条第１項 

第８条第２項

第３号 

 

政令第２２条の２の２ 政令第２２条の２の２又は附則第２条第１項 

政令第２９条の２の２

第２項 

政令第２９条の２の２第２項又は附則第２条

第１項 

附 則 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の和歌山市介護予防・日常生活支援総合事業に係る第１号事業に関す

る規則第３条第２項、第３項及び第７項から第９項までの規定は、この規則の施行の日（以

下「施行日」という。）以後の第１号事業に要する費用の額について適用し、施行日前の第

１号事業に要する費用の額については、なお従前の例による。  

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。  

２ この規則による改正後の和歌山市介護予防・日常生活支援総合事業に係る第１号事業に関す

る規則第３条第２項、第３項及び第７項から第９項までの規定は、この規則の施行の日（以下

「施行日」という。）以後の第１号事業に要する費用の額について適用し、施行日前の第１号

事業に要する費用の額については、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際、現に存するこの規則による改正前の和歌山市介護予防・日常生活支援

総合事業に係る第１号事業に関する規則別記様式第１号の２から別記様式第３号まで、別記様

式第５号、別記様式第７号及び別記様式第９号から別記様式第１２号までによる用紙は、当分

の間、これを取り繕って使用することができる。 


